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はじめに
本稿は，2013年度法政大学大学院まちづくり都市
政策セミナーの分科会企画の一つであった「政策論
から見た『市民社会』の思想史」（以下「セミナー
分科会」という）において筆者が行なった報告を元
にして，現代の政策思想の重要な構成要素である
「市民社会」の概念を検討したものである。セミナー
分科会は，法政大学ボアソナード記念現代法研究所
の共催もいただいて開催された。法政大学大学院ま
ちづくり都市政策セミナーは，1977年以来の歴史を
持つものであり，2012年に公共政策研究科が設置さ
れてからは，公共政策研究科が中心となりつつ，他
の研究科の協力もいただいて開催してきた。2013年
度は第38回であった。
セミナー分科会では，筆者がコーディネーターで
あったこともあり，筆者の報告は，分科会の趣旨説
明的なものとならざるを得ず，「市民社会」概念の歴
史を大まかに辿り，現在のこの概念をめぐる政策的
な状況についてはごく簡単な示唆を与える程度で
あった。しかし，筆者は公共政策，特にコミュニ
ティ政策を研究する一研究者に過ぎず，思想史研究
や歴史研究のプロではない。したがって，セミナー
分科会における趣旨説明を，その趣旨説明的なレベ
ルを超えて一個の学術論文としようとすれば，筆者
の市民社会概念の歴史の知識はあまりにも初歩的な
ものにすぎない。とはいえ，本稿としても政策概念
の分析の理論的前提として市民社会概念の歴史的変
遷の素描は必要である。今後の思想史的研究を期し
つつ現時点での知識を動員して市民社会の概念史を
素描し，これを踏まえた上で，主として，現代の政
策思想を点検し，現代の政策のいくつかの分野にお
いて検証しようとしたのが本稿である。したがっ
て，本稿は決して十分な論文とはいえないが，セミ
ナー分科会では十分に述べることのできなかった，
現代の政策論における市民社会概念の具体的な現れ
について若干なりとも論じてみるものである。
これまで筆者は，今日の特徴的政策概念として
「協働」，「新しい公共」，「市民社会」の３つを挙げ
てきた（例えば，名和田（2007））けれども，このう
ち「市民社会」についてはそれとして自らの考えを
述べたことがなかったので，本稿は，大変雑な文章
ではあるにしてもその欠落を補う意味はあるかとも
思う次第である。
１　現代政策言説としての「市民社会」の歴
史的位置
1.1　現代の政策言説としての「市民社会」
「市民社会」という言葉は，現代において政策用
語として広く使われている。そこには今日の政治的
政策的局面に特有な考え方が込められており，政策
研究として重要な対象といえる。これが本稿の着眼
点である。
この「特有な考え方」を示している政策用語とし
ては，ほかには，「協働」とか「新しい公共」といっ
たものがあり，これに「市民社会」を加えた３つの
用語が，現代の政策の基調をなす思想を説明する
キーワードだと筆者は考えている（名和田（2007））。
しかし日本では，この３つのうち，「市民社会」
は比較的使用頻度が少ない。NPO 関係者などのあ
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いだではよく使われるように思われるが，行政サイ
ドはあまり使わない。
これに対して，欧米などでは「市民社会」は行政
側も含めてよく使われており，むしろ「新しい公共」
は使わないといってよい。
「新しい公共」という言説は，国家が独占する
「公共」が古い公共であるのに対して，民間が（つま
り「市民社会」が）担う「公共」が「新しい」と言っ
ているわけであるが，しかし，欧米でも日本でも，
実は歴史を遡ると，「公共」はどちらかというと市
民社会の側の属性を示す言葉として使われていたの
で，いうところの「国家が独占する公共」というの
は，19世紀後半から始まった福祉国家的政治統合の
産物であり，市民社会が担う公共のほうが古い，始
原的な公共である，というのが歴史の正しい理解と
いえるだろう。しかも，「公共」における国家の役
割が拡大した後も，「公共」が国家にまったく収斂
したわけではない。
こうしたことが欧米ではより強く意識されている
ので「新しい公共」という用語が生まれなかったの
だろう。
また，日本においても，2012年に自民党が政権復
帰してからは，こころなしかこの「新しい公共」と
いう政策用語は使用頻度が減ったように思われる。
民主党政権が華々しく登場した時には，鳩山首相を
はじめ「新しい公共」という言葉が盛んに使われ，
多くの政策担当者が慌ててこの言葉に飛びついた。
実際には「新しい公共」という政策用語は，「協働」
と並んで，1990年代から使われているのだが，多くの
人はこれを民主党政権のフレーズとして受け取って
おり，したがって最近あまり使われない，というこ
となのではないかと筆者は想像している。
このように，「新しい公共」という政策言説は，
せっかく「公共」という普遍的概念を通じて思想史
的な考察を深める手がかりではあるのだが，欧米に
は存在せず，また日本でも最近は使用頻度が減った
という点で，やや普遍性に欠ける。これに対して，
「市民社会」はより普遍的といえよう。
しかし，現在のこの言葉は，目前の，いわば切っ
た張ったの政策論議のなかで使用されている一過的
なフレーズにすぎないものではないのか。「市民社
会」概念の長く豊富な歴史の現代的一コマといえる
のだろうか。
「市民社会」概念の思想伝統を引き継いで使用さ
れているといえるのか。単に名称だけが一致してい
るだけで，実質的には別の用語なのではないか。
まずはこの疑問を念頭に，順を追って検討してい
こう。
1.2　1990年代以降の市民社会概念の「カムバック」
「市民社会」という言葉は，現在実践の世界で大
いに流行している。そしてそのことが理論的な学問
の世界にも刺激を与え，多様な学問的業績がこの20
年くらいの間に出てきている。こうした動向を鳥瞰
して，ドイツの歴史家ユルゲン・コッカは，次のよ
うに述べた。
「市民社会（Zivilgesellschaft）の概念は古く
からある。この概念は，数百年間にわたって政治
と社会に関するヨーロッパ思想の中心的な概念の
一つであった。その意味合いは変化してきたけれ
ども，家と家族の領域を超えたところの社会的政
治的生活に関連づけられてきたという点でほぼ一
貫している。そしてまたこの概念は，共同生活に，
つまり単に個別的なものを超えた共同体に，普遍
的で政治的なものに，関連させられてきた。それ
も，しばしば力を込めて規範的な主張として関連
させられてきた。
「市民社会」は啓蒙の過程においては積極的な
意味を持つものとして捉えられた。この概念は，
当時まだユートピアにすぎなかった未来のある文
明の見取り図のためのものであり，それによると
人間は，成熟した市民として平和的に共存し，私
人としてはその家族の中で，そして市民としては
公共の中で，自立的かつ自由に，自立的かつ協調
的に，法の支配の下で，官憲国家のがんじがらめ
の規制なしに，文化的宗教的民族的多様性に寛容
でありつつ，またあまり大きな社会的不平等もな
く，とりわけ生来の身分的な不平等なく，共存す
るべきものとされた。「市民社会」は次第に国家
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に替わるものとして定義されるようになっていっ
た。この場合の国家というのは，当時ほとんどの
場合絶対主義国家であったのであり，したがっ
て，市民社会は反絶対主義的な指導者をもつもの
とされた。将来の社会と文化と政治についての反
絶対主義的で反身分制的なこの見取り図は，その
中心に諸個人と諸グループによる社会的自己組織
という理想をもち，伝統批判的でありまたユート
ピア的であった。これは当時の現実にはるかに先
んじており，またそうあるべきものであった。
19世紀の前半期に，資本主義が浸透しまた工業
化が開始されるのが感ぜられると，例えばヘーゲ
ルやマルクスといった人たちによって，この概念
は再定義されるようになった。市民社会は，これ
までよりも鋭く国家に対して低く評価されるよう
になり，欲求と労働，市場と個別利害のシステム
として理解されるようになった。市民たちの「市
民社会（Zivilgesellschaft）」としてよりも，ブル
ジョワたちの「市民社会（bürgerliche Gesell-
schaft）」として理解されるようになったのであ
る。ドイツ語においては，伝統的にポジティブな
意 味 で 用 い ら れ て き た “Zivilgesellschaft” や
“Bürgergesellschaft” は，“bürgerliche Gesell-
schaft” という言葉によって駆逐されてしまった。
そしてこの “bürgerliche Gesellschaft” という言葉
が，20世紀晩期まで批判的論争的に用いられてき
たのである。英語やフランス語では，例えばトク
ヴィルに見られるように，古くからのポジティブ
な意味合いがより長く保持された。しかし全体と
して，ドイツ語においてもそれ以外の言語におい
ても，「市民社会」概念は次第に後景に退き，お
よそ1980年までただ周辺的な役割をもったにすぎ
なかった。
1980年くらいから「市民社会」概念は華々しい
カムバックを遂げた。この概念はとりわけ中東欧
で反独裁制的批判のキー概念となった。プラハ
で，ワルシャワで，ブダペストで，ハヴェル，ジェ
レメク，ジェルジ・コンラードといった人たちが，
この概念でもって，一党独裁，ソビエトの支配，
そして全体主義的支配に対抗したのである。
しかし，西ヨーロッパの非独裁的世界において
も，この概念は政治的及び知的な気候に適してい
たし今も適している。第一に，この概念は，自己
組織と個人の自己責任を強調していることによっ
て，国家のがんじがらめの規制に対する広範な懐
疑を反映している。西ヨーロッパにおいても国家
は，社会国家ないし介入国家として，今や多くの
人々の意見によればその行動能力の限界に行きつ
いており，この国家はあまりにも多くのことを規
制しており，したがってその能力を超える要求を
背負い込んでいるのである。」（Kocka（2004）: 
30-31）
ここには，それぞれの分野の専門家たちにとって
はおそらく常識に属することも多いとはいえ，「市
民社会」概念の現在について重要な点が多く指摘さ
れている。本稿の課題との関連では，次の点を確認
しておく。
すなわちここでコッカは，1980年代以降市民社会
概念が「華々しいカムバックを遂げた」要因を二つ
指摘している。一つは，権威的な独裁体制が市民の
力によって打倒されるという事件が相次いだことで
ある。これによって，政府とは対立するある社会領
域の力がクローズアップされたわけで，その社会領
域に「市民社会」という名前が付けられた。
しかし，市民社会概念の流行の要因はもう一つあ
る。この時期から欧米でも日本でも進行し始めた，
福祉国家体制の見直しという文脈である。1980年代
から欧米で社会民主主義的な政権が保守的な政権に
交代していき，これらの政権は一様にいわゆる新自
由主義的な政策傾向を追求した。日本でも，1980年
代の中曽根内閣時代に「民間活力」への注目がなさ
れ，その後1990年代にバブル崩壊を受けて，「協働」
とか「新しい公共」とかいった政策用語によって語
られてきた政策傾向が登場する。政府だけでは公共
サービスを担いきれないから，政府とは異なる民間
的社会領域の力を活用しなければならない，という
わけである。そしてこの民間的社会領域は「市民社
会」と命名された。
そしてコッカは，「数百年間にわたって政治と社
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会に関するヨーロッパ思想の中心的な概念の一つで
あった」と述べて，この「市民社会」という現代の
政策用語が，「市民社会」概念の思想伝統の中にある
（その現代的一局面である）と捉えている。筆者も
また，この政策言説が，政治権力によって媒介され
る社会領域とは異なる社会領域を期待を込めて指し
示している点で，市民社会概念の思想伝統の現代的
一コマであると位置づけることができると考える。
もちろん「市民社会」概念は，最初から政治社会
とは異なる社会領域を意味するものではなかった。
それどころか，この言葉は，アリストテレス以来長
きにわたって国家や政治社会と同義であった。大き
な社会変化があり，それを思想の内に捉える営為が
行なわれて，政治社会とは異なる社会領域を示す言
葉として「市民社会」が生まれ変わったのは，19世
紀のドイツにおいてであった１。この19世紀ドイツ
の「市民社会」概念は，それまでのアリストテレス
的伝統を大きく転換するものであって，「市民社会」
は国家と対置される別な社会領域とされ，かつ市場
経済を主たる実体とするものとして捉えられてい
た。これに対して，今日の市民社会は，政治社会と
は異なる社会領域として捉えられる点は共通してい
るが，反独裁的市民社会論にせよ福祉国家見直し的
文脈にせよ，市場経済というよりは「市民」たちの
公益志向的活動（公益的ボランティア活動や社会運
動）の展開する社会領域が主として念頭に置かれて
いる（したがって，「市民社会」には市場は含めな
い論者が多い）。それにもかかわらず，コッカの指摘
するように，市民社会概念は，「家と家族の領域を
超えたところの社会的政治的生活に関連づけられて
きたという点でほぼ一貫している」のであり，今日
の「市民社会」概念も，アリストテレス以来の思想
伝統の現代的一局面であると捉えることができる。
そこで以下，政治社会とは異なる社会領域を人々が
意識するようになった時代以降今日に至るこの概念
の変遷を垣間見てみよう。
1.3　19世紀ドイツにおける「国家」と「（市民）社会」論
19世紀ドイツにおいて，政治社会とは異なる社会
領域として「市民社会」と呼ばれるようになったの
は，主として市場経済を実体とする社会領域であっ
た。オットー・ブルンナーは，旧ヨーロッパの「家
政学（Ökonomik）」が市場経済に関する学を意味
する今日的意味での「経済学」となっていく経緯を
論じた論文の中で，次のように述べている。
「軍事機構と官僚機構を備えた絶対主義の近代
国家が完成された時代になると，「市民社会」
（Civilsozietät）は「民多き，ゆたかな共同体」と
して現れる。人と経済に焦点を合わせた社会─そ
れは今はじめて可能になった意味で「市民的」
（zivil）な社会の概念である─が，国家から分離し
はじめた。この社会にあっては，「殖民」と「交易」
が中心的な関心事であった。この市民社会は「経
済社会」なのである。」（オットー・ブルンナー
（1974）: 173. 原典は，Brunner（1956）: 52f.）
そしてこの巨大な社会変化をはじめて本格的に
「思想の内に捉え」たのがヘーゲルであった（マン
フレート・リーデル（1990）参照）。このあとドイツ
では様々な立場の思想が，政治的社会領域である
「国家」と市場経済的社会領域である「市民社会」
とを区別して語るようになった。国家が倫理的実体
としての立場でエゴイズムの渦巻く市民社会を指導
すべきだというヘーゲル，ローレンツ・フォン・
シュタイン，ルドルフ・グナイストらの立場から，
国家とブルジョア社会としての市民社会との分裂を
革命によって揚棄しようとするマルクス，エンゲル
スらの立場まで，政治的国家と市場経済的市民社会
とへの社会領域の分裂は広く基本的認識となった。
しかし，このような社会変化（資本主義的市場経
済の発展）は欧米を中心に広く生じたにもかかわら
ず，国家と市民社会の分離という社会認識の枠組は，
ドイツ以外の資本主義諸国では，それほど広まった
わけではなかった（Conze（1976））。このような意
識レベルの違いは，国家を支配した絶対君主及び旧
貴族層と，市民社会で圧倒的に優勢な新興市民層と
の，階級的関係が影響しているのであろう。カー
ル・シュミットは，君主と市民層との関係について
次のように論じた。
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「19世紀の国家理論の問題，即ち国家と社会と
の関係の問題は，1848年の革命の失敗にもかかわ
らず常に前進しつづけた市民階層によって明確に
把握されており，自由闊達に議論された。この世
代は，国家が精神と倫理の領域として，社会の上
に立っていること，これに対して社会は衝動と情
動とエゴイズムの領域，あるいはグナイストがか
つて表現したように，「ゾーオン」，人間の動物的
性格の領域であり，人間は国家の中ではじめて
「政治的動物（ゾーオン・ポリティコン）」となる
のだ，と確信していた。この問題は具体的な意味
内容を持っていた。つまり，ドイツ市民層は，当
時存在した君主制国家に統合されるべきである，
ということである。ドイツ国法理論の中ではルド
ルフ・グナイストがシュタインの理論を発展さ
せ，ここで問題となっている事柄を極めて明瞭か
つ率直に語ったのであった。すなわち，財産と教
養ある市民層は社会の中で支配的な階級である
が，今や国家にも参与せしめられるべきであり，
このことによってその社会的な力を理性的かつ中
庸の徳をもって使用するように教育されるべきで
ある，というのである。」（Schmitt（1930）: 13。
翻訳としては，カール・シュミット（2007）: 220
があるが，上記引用は必ずしもこれによってはい
ない。）
ここで示唆されているように，19世紀のドイツ市
民層は，「社会の中で支配的な階級」であったが政
治権力の主人公になってはいなかった。これを，君
主制国家の側（ヘーゲル，ローレンツ・フォン・シュ
タイン，グナイストらの側）から言わせれば，市民
層は「衝動と情動とエゴイズム」を基本原理として
行動しているので彼らを倫理的に陶冶し，「今や国
家にも参与せしめられるべきであり，このことに
よってその社会的な力を理性的かつ中庸の徳をもっ
て使用するように教育されるべきである」，という
ことになろう。しかし，階級的に対立している市民
層の側にはまた別な言い分があったはずである。現
代ドイツの私法史学者ハンス・ハッテンハウアーは
次のように論じている。
「たしかに，19世紀は国家の神格化の世紀で
あったのであり，国家は倫理的に至高の存在とし
て礼讃された。しかしこの国家をうやまったの
は，決して市民ではない。崇拝されていたのは，
「市民の」国家ではなかった。この点で，市民は，
国家に仕えた公務員とは異なるのであり，ヘーゲ
ル教授はまさに後者の階級に属していたのであっ
た。市民は，新しい現象であり，新しい自己意識
を持っていたが，この自己意識は国家に関連付け
られたものではなかった。
19世紀より以前にも，製造業者や商人のような
タイプが既にいたが，この人たちは今や市民の化
体として登場した。19世紀以前にも商人は一つの
身分をなしてはいたのだが，この身分は共同体を
支配していなかった。共同体を支配しようという
法的政治的要求をもつことで，19世紀の市民は，
18世紀の「キリスト教的商人」や「ビジネスマン」
とは区別される。国民はとりわけ市民の労働に
よって生活しており，ますますそうなっている，
ということを市民は知っており，したがって，国
家は市民のこのような共同体への貢献に報いるべ
きだと要求した。［18世紀の］キリスト教的商人
は支配を求めはしなかった。そのための商人身分
の代表者はドイツではほとんどいなかった。貴族
は，「小売り商人ども（Pfeffersäcke）」を冷酷に軽
蔑しながら，同時に彼らのサービスや信用は喜ん
で利用した。高貴な者は商業を営むことはしな
い，というわけである。そんなことは彼らの身分
では「卑しい」ことだったのである。今や市民は
自らの力に気付き，それを用いようと決意した。
まずはイギリスで，次いでフランスで，そして最後
にドイツで，西から東へと市民の組織化が進展し
た。だから，市民にとって1848年の革命は，ドイ
ツでは，フランスで50年前の1789年の革命がもっ
たのと同じ意義をもっているというのは，十分理
由のあることだ。市民の国家に対する関係という
のは，革命の予兆の中にある。市民は官憲国家に
反対しているのである。
したがって，教授たちが19世紀前半に教えた国
家は，決して「市民の」国家ではない。それは，
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市民をあらゆる面で規制する国家であった。それ
は，アダム・スミスの理論に十分には対応できな
い国家であり，宮廷御用達の業者にとってお金に
ありつくことがしばしば難しい国家であった。そ
れは，びっしりとした許認可と賦課の体系によっ
て商工業にとって負担となっている国家であっ
た。……
市民が教授たちから告げられ，宮廷で代表され
ているのを見た国家は，「市民の」国家ではなかっ
た。市民は，領邦君主が無条件に善であることを
もやは信じようとはしなかった。なにしろ君主は
市民にとっては哀れな債務者なのだ。市民はその
労働をもはやミサ［神への奉仕］として捉えよう
とはしない。数字と百分率こそ市民にとって，国
家の秘義や復古的権力政治の偽善的な飾り立てよ
りも重要である。許認可や邪魔な関税で縛られる
のはもうご免であった。このような国家は，市民
にとって自然的な敵であり，市民的自由にとって
の最も危険な脅威であった。
こうして市民は，このあまりに狭隘となったヒ
エラルヒー国家からのがれ，国家とは区別される
「社会（Gesellschaft）」において自己を組織した。
「 社 会 」 と い う こ の 表 現 は， 仲 間 団 体
（Genossenschaft）以外の何ものでもない。それ
は，社会団体の中にまとめられた人間たちすべて
の同権的で自発的な共同性である。復古時代の国
家への対応としてはもちろん他の道もあった。政
治犯として人知れず殉じた者もいた。政治体制に
抗議して外国に移住した者もあった。ハインリッ
ヒ・ハイネは1831年に，当時まだ市民的抵抗の故
郷であったパリに行った。二十年後にカール・
シュルツは，自分の理想は新大陸でしか実現でき
ないと考えた。ゲーテが，「アメリカよ，おまえの
ほうがよい。」と言ったあの新大陸である。フラ
イヘル・フォン・シュタインとヨーゼフ・フォン・
ゲレスは，ドイツにとどまり，神秘家になった。
多くの者は，内的な移民，静観派的愚直主義
（quietistisches Biedermeier）へと赴いた。「満足
しているなら，どうしてお金や財産のことを気に
かけるのか。」というわけである。しかし，これ
らは自らの力強さを感じている市民にとって魅力
的な選択肢とは言えなかった。これらはインテリ
か社会的弱者の道であった。重苦しい空気の国家
に対して，社会の自由な雰囲気が対置された。市
民層の目標は社会を国家から引き離すことであっ
た。国家は法と強制の世界であり，社会は自由と
倫理のよりよい世界である。ここに２つの社会団
体が生じたわけである。この２つは，社会（これ
は今や平等の世界なのであるが）が20世紀になっ
て国家を従えるのに十分力強いと自覚するまで，
互いに並立して存在した。」（Hattenhauer（1996）: 
125-128）
現代も含めて，資本主義的な市場経済社会の中に
は，政治権力によって媒介される社会領域と対等当
事者間の合意によって形成される（市場をはじめと
する）社会領域とが含まれる，という客観的構造が
存在している。しかしこのことを社会に暮らす人々
が痛烈に意識するのは，この両社会領域が対立と緊
張の関係にあり，社会の中で優勢な社会階層が政治
権力のあり方に不満と不信を持っている場合であ
る，といえそうである。
1.4　大衆民主主義時代における「国家」と「社会」
の緊張の緩和
したがって，「社会（これは今や平等の世界なの
であるが）が20世紀になって国家を従えるのに十分
力強いと自覚する」社会階層（これには今や伝統的
市民層（「財産と教養ある階層」）のみならず，いわ
ゆる第４身分としての労働者階級も含まれる）が政
治権力の主人公となることのできる民主的なワイ
マール国家が成立すると，とたんに「国家と社会」
の二分法には疑問が投げかけられるようになる。
カール・シュミットは，1932年に『政治的なものの
概念』の中で次のように述べた。
「国家が政治的なものを独占しているというこ
の事態は，国家が，18世紀におけるように「社会」
をなんら当事者（Gegenspieler）として認めてい
ないか，又は19世紀から20世紀に至るドイツにお
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けるように「社会」の上の安定した区別し得る力
として存在している場合にいえることであった。
これに対して，国家的と政治的の等置は，国家
と社会とが相互浸透し，これまで国家的な事柄で
あったものが社会的となり，逆にこれまで「単に」
社会的にすぎない事柄が国家的になったりするに
つれて，不当でミスリーディングなものとなる。
こうした事態は，民主的に組織された共同社会に
おいては必然なのである。そうなると，宗教，文
化，教育，経済といった，これまで「中立的」と
されてきた領域が，非国家的で非政治的という意
味で「中立的」であることをやめる。このように
重要な社会領域を中立化し非政治化することに対
する論争的な概念として，いかなる社会領域にも
無関心ではいない，潜在的にはあらゆる領域を包
括する全体国家（der totale Staat）が，国家と社
会との同一性の全体国家が，現れる。」（Schmitt
（1963）: 23. 翻訳は，カール・シュミット（1970）: 
9-10，カール・シュミット（2007）: 249-250がある
が，上記引用は必ずしもこれらによっていない。）
このように「国家」が「社会」の執行機関となり，
かつこのような政治社会の構成員となるのにかつて
のように「財産」も「教養」も必要なく人として生
まれさえすればよいことになる政治社会が，大衆民
主主義社会であり，その政治・社会統合を可能にす
る国家形態が福祉国家であった。
福祉国家体制は，第２次世界大戦後の資本主義世
界の経済的繁栄を基礎として成熟していった。まさ
に「国家」は「社会」の執行機関としての様相を呈
した。社会の各階層の要求を十分に組み込んだ政治
を行うだけの財政的余力を持った。したがって，そ
こでは「国家」と「（市民）社会」といった認識枠組
はそもそもほとんど話題にならず，わずかに戦後西
ドイツの公法学などで基礎的な理論枠組としての位
置を保っていた。そしてそのドイツ公法学において
も，国家と社会との緊張関係を重視する学派より
も，国家と社会との民主的同一性を強調する学派の
ほうが多数派であった（名和田（1984））。
２　復活した市民社会概念の政策論的意味
〜ドイツの市民活動奨励政策を事例として〜
このように見てくると，先に引用したユルゲン・
コッカのいうように，1980年代から90年代にかけて，
「市民社会」という言葉が「華々しいカムバック」を
遂げたのは，大きな歴史的変化を表すものと考えざ
るをえない。これまでの考察からして想像されるの
は，現在の国家ないし政府のあり方に世界的に不信
ないし不満が持たれているということであろう。
不信ないし不満の対象になった国家は，コッカが
指摘していたように，一つには独裁国家であった
が，もう一つは，財政危機のため大衆民主主義的政
治統合の装置としては機能不全に陥った福祉国家で
あった。福祉国家は何らかの形で改革されなければ
ならないが，それは国民に新たな負担や痛みを強い
るものとなりがちであり，先進資本主義諸国の政治
統合は一様に不安定なものとなっていった。改革の
ゴールを示し，そのゴールが魅力的な社会状態であ
ることを説明する思想（政治イデオロギー）が求め
られた。「市民社会」もそうした思想を構成する重
要概念の一つとして「カムバック」したのである。
ここでは，そうした政策思想形成の試みとして，ド
イツの市民活動奨励政策を取り上げてみる２。
1999年12月，ドイツの連邦議会は「市民活動の将
来」調査委員会（Enquete-Kommission “Zukunft 
des bürgerschaftlichen Engagements”）を設置する
全会一致の議決を行ない，これに基づいて，2000年
２月14日に委員会が設立された。この委員会は，ミ
ヒァエル・ビュルシュ（Michael Bürsch）議員（所
属会派は社会民主党）を委員長とし，2002年６月３
日に連邦議会議長に報告書（Enquete-Kommission 
“Zukunft des Bürgerschaftlichen Engagements”
（2002））を提出した（以下これを単に「報告書」と
いうことにする）。「ドイツにおける自発的な，社会
貢献的な，物質的な利得に向けられたのではない，
市民的活動の促進に向けた，具体的な政治戦略と措
置を得ること」（Enquete-Kommission “Zukunft des 
Bürgerschaftlichen Engagements”（2002）: 7）とい
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うのが，連邦議会がこの委員会に付託したテーマで
ある。報告書を出してこの委員会は解散したのだ
が，その提案（Enquete-Kommission “Zukunft des 
Bürgerschaftlichen Engagements”（2002）: 25）に
沿って，2003年５月になって，連邦議会の「家族・
高齢者・女性・青年委員会」の下部委員会として市
民活動委員会が設けられた。連邦レベルでも州や自
治体のレベルでも，その後今日に至るまでこの政策
方向が熱心に取組まれている。市民活動の奨励とい
うのは「社会国家」（「福祉国家」のドイツ流の言い
方である）の危機を乗り切る重要な装置の一つだと
認識されているのであろう。
それでは，市民活動の奨励ということでどんなこ
とが考えられているのかというと，端的に言って，
無償のボランティア活動の奨励といってよい。今ま
で国家ないし国家的な資金によって提供されていた
公共サービスを，市民が無償でやってくれればその
分財政支出が削減できる。こうしたボランティア活
動の精神がかつてはドイツ社会にも伝統的に存在し
てきたことが注目され，これが「社会国家の生き生
きとした側面（lebendige Seite des Sozialstaates）」
と特徴づけられている（後述）。ドイツにはきわめ
て多くの NPO が，民法上の社団法人（いわゆる「登
録団体（eingetragener Verein. 略して e. V.）」）と
して存在するが，こうした結社形成を好むのはドイ
ツ人の特徴であるとよくいわれる。そこで報告書で
は，こうした社会内結社のネットワークに注目し，
社会のそうした相を「市民社会（Bürgergesellschaft）」
として捉えている。即ち市民社会とは，「市民が民
主的規則にしたがって自らを組織し共同体のあり方
に働きかけることができるような共同体」（Enquete-
Kommission “Zukunft des Bürgerschaftlichen 
Engagements”（2002）: 15）である，などと定義さ
れている。
かくしてドイツにおいてもこの報告書によって，
「市民社会」概念が「カムバック」を遂げたわけであ
る。しかし，この復活した「市民社会」は，やはり
19世紀のそれとは異なる。ヘーゲルやマルクスの
「市民社会」概念とは異なることをアピールするた
めに，わざわざ “Bürgergesellschaft” という言葉を
使っているのである。ハッテンハウアーの指摘する
ように，19世紀のドイツ市民層は，なるべく国家の
介入を排除した自由（「私的自治」）の領域をつくろ
うとしたのであるが，上に「共同体［国家のことて
ある─筆者注］のあり方に働きかける」といってい
るように，国家と連携関係をもつ市民社会が構想さ
れている。
これに対応して，国家のイメージも変貌する。「新
しい国家のあり方（neue Staatlichkeit）」と称して，
次のようにいわれる。
「市民活動は，自由主義的な，国家によって保
障される法的地位に立脚しており，市民社会は国
家の設定した枠なしには成立しないのだから，国
家のあり方の変化にも注意が注がれることにな
る。こうした変化は，ここ数年『可能性を与える
国家（ermöglichender Staat）』，『督励する国家
（ermunterunder Staat）』，『活性化させる国家
（aktivierender Staat）』といった概念のもとに議
論されてきた。」（Enquete-Kommission “Zukunft 
des Bürgerschaftlichen Engagements” （2002）: 
60）
また，自治体もこうした考え方のもとに改革が迫
られている。「市民自治体（Bürgerkommune）」と
称して，自治体は，市民を単に顧客とみなすのでは
なく，サービスの共同構築者であり共同生産者
（Mitgestalter und Koproduzenten der Dienstleis-
tungen）ととらえるべきだ，そしてボランティア活
動をする気持ちのある市民に情報を提供したり相談
に乗ったりする態勢をととのえるべきだ，とされる
のである（Enquete-Kommission “Zukunft des Bür-
gerschaftlichen Engagements” （2002）: 20）。
ここで出てくる「共同生産」という言葉は，日本
でいう「協働」にあたる欧米流の言い方であること
に留意されたい。報告書の議論は近年の日本で行な
われている「協働」や「新しい公共」を巡る議論と
きわめて類似していることに気づかれるであろう。
ここで特に注意したいのは，市民社会と国家との対
立・分離ではなく，連携・協力が模索されている点
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である。
ただ，こうした市民活動はあくまで無償のボラン
ティアで行なわれるべきだという考えを報告書は維
持する点で，日本とは若干異なる。
「活動している人はその自立性を保持しなけれ
ばならず，したがってその活動を社会的に認める
ということは稼得労働の世界の報酬という形式に
従うことはできない。調査委員会としては，市民
活動を行なった期間を年金の点数に加算するなど
という考えを拒否する。このようなことをして
は，無償の，自由意思に基づく，共同の福祉に向
けられた活動が稼得労働に近づいてしまうからで
ある。...... 稼得労働と市民活動の関連についてい
えば，市民活動は雇用の場の喪失を代替できない，
というのがさしあたりの原則である。稼得労働の
世界に統合されることが，個人のアイデンティ
ティにとっても，社会的な福利にあずかることの
ためにも，市民活動にアクセスするにも，中心的
な意義を有するということは今後も変わらない。」
（Enquete-Kommission “Zukunft des Bürger-
schaftlichen Engagements” （2002）: 16f.）
日本では市民活動が，コミュニティ・ビジネスと
か市民ベンチャーとか雇用の場の創出効果とかいっ
た文脈でもさかんに議論されているが，調査委員会
の議論はかなり調子が違っていることがおわかりだ
ろう。実は，ドイツでは，日本で市民活動といわれ
ているような NPO で活動することが，正規の職場
として成り立っているのである。「登録団体」は，
もちろん市民のボランティア組織である場合も多い
が，安定した団体は専門的な力能をもった専従職員
を雇用して成り立っている。そしてそのためのお金
を出しているのは，政府やヨーロッパ連合である。
こうしたことは，市民活動調査委員会でははじめか
ら「市民活動」のカテゴリーから除かれているわけ
である。そして，福祉などの公共サービスの提供の
ための団体で，日本でよく見られる，市民の全くの
ボランティアのみで成り立っている団体というの
は，ドイツではきわめて少ない。報告書では，「国
家的助成金に依存する割合が高く，寄付金とか財団
などによる自己資金があまり発展していないこと」，
「巨大で強力な団体が支配的であること」及び「少な
くとも福祉分野では専門化の度合いが著しいこと」
をドイツの弱点と見て，「ドイツでは，市民活動が，
国家の力をかりることに抗して，官僚的な大組織や
職能専門的構造の中でおのれを貫いていくことは，
他 の 国 々 に お け る よ り も 難 し い 」（Enquete-
Kommission “Zukunft des Bürgerschaftlichen 
Engagements” （2002）: 98），と述べている。国家か
らの充実した資金で高度な専門性をもった人材を用
いて地域社会の必要とするサービスを保障するとい
う NPO のあり方は，ドイツでは当然であったので
あり，むしろこのような構造のもつ負の側面が自覚
されたところに，調査委員会が設置されているわけ
である。その負の側面とは必ずしも財政的負荷だけ
ではない。最終報告書は，市民活動の奨励が安上が
り行政の手段（wohlfeiler Lückenbüßer）として捉
えられ，不信をもたれているけれども，社会国家は
量的のみならず質的にも限界に突き当たっていると
して，次のように述べている。
「社会政策の質を巡る議論においては，市民活
動は，もはや財政的に賄えなくなったサービスの
代替物ではなく，その固有の生産性を発揮して，
介護，青年への援助，児童福祉や学校の質の改善
をもたらすものだ。よく，社会国家の諸問題から，
市場プロセスのための国家責任の後退の必要性が
論証される。だが，市民活動という観点から社会
国家を見るならば，別な見方ができる。市民活動
は，社会国家の生き生きとした側面である。」
（Enquete-Kommission“Zukunft des Bürger-
schaftlichen Engagements” （2002）: 105）
「社会国家の生き生きとした側面」という言い方
は非常に印象的である。国家も公共サービスの維持
に腐心するけれども，市民社会の方も「その固有の
生産性を発揮して」公共サービスを担っていくこと
が，体制の持続性を支えるのだというわけであろう。
ここにあらわれた「市民社会」の意識は，国家との
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対立・分離ではなく，国家との連携・強調である。
たしかに，現在の福祉国家体制は「社会」の中の少
なくとも有力な人々によって不信ないし不満を持た
れており改革が目指されているけれども，現代人
は，どんなに富裕な人であろうと，19世紀ドイツの
富裕な市民層とは違って，膨大な行政サービスのシ
ステム抜きには，幸福に暮らしていくことはできな
い。本稿としては，この点に，「市民社会」の概念
史の現代的局面の歴史的固有性を見る。
３　日本型都市内分権の「市民社会」的構成
以上においては，ドイツの市民活動奨励政策を例
証として「市民社会」概念の現代的局面を解明しよ
うとしたが，日本ではどうであろうか。結論から言
うと，基本的にはドイツと同様に言えると思われる
が，ドイツと比べると，「市民社会」側の「自立と自
己責任」がより強く唱えられているという特徴を持
つように思われる。このことを，筆者の研究フィー
ルドであるコミュニティ政策を例証として取り上げ
ることで考えてみたい。
3.1　コミュニティ政策を取り上げる意味
ドイツの近年の福祉国家見直しをめぐる政策傾向
を市民活動奨励政策に即して見たとすれば，これと
の関連で日本のどんな政策分野を取り上げればよい
だろうか。「筆者の研究フィールドであるコミュニ
ティ政策を例証」とすると今述べたが，これは題材
の選択として適切といえるのだろうか。
まず，すでに述べたように，日本では「市民社会」
は政策言説としてはあまり一般的ではない。NPO
関係者の間では熱心に用いる向きがあるのは注目す
べきであるが，行政サイドは，一部の自治体を除い
てほとんど使用していないのが現状であろう。ま
た，地縁系の組織（自治会・町内会をはじめ，地区
社会福祉協議会，民生委員・児童委員，老人クラ
ブ，子ども会のほか，後で論ずる都市内分権制度の
住民組織も含めて）でも「市民社会」という単語を
聞くことはまずない。
今後の動向はどうであろうか。本稿の冒頭で，「新
しい公共」という政策言説がこのところ減ってきて
いると述べたが，今のところこれに替わって用いら
れているのは，「共助」という言葉である。これに
ついてもいろいろと論ずべき論点があるが，ここで
は「市民社会」概念がテーマなので触れない。とも
あれ，「市民社会」という言葉が，日本の政策世界で
広く使用されるようになる動きは今のところ見られ
ないということを確認しておく。
そうすると，日本の公共政策の文脈に即しては，
「市民社会」概念を問題にしようとすれば，その言葉
の現れに着眼するのではなく，その内実，即ち「国
家」への不信・不満を背景に，政治社会とは異なる
社会領域への期待が高まっているという現象そのも
の，が存在するかどうか，存在するとしてその特徴
如何を解明していくような研究作業が有意味である
ということになろう。
その「内実」としては，まさに NPO の動向は，
注目すべき研究分野である。しかも，言葉としても
「市民社会」がこの議論世界には割に登場する。し
かし，筆者のようなコミュニティ政策の分野で公共
政策を研究している者にとっては，この NPO の動
向も含めて，都市内分権制度という包括的なコミュ
ニティ制度に注目することが，より十分な研究とな
るように思われる。
広域で活動する NPO の研究はもちろん必要であ
り学問的に有益であるし，特にいわゆる中間支援系
の NPO は独自に研究されるべき意義を大いに持っ
ている。「市民社会」概念が言葉として頻繁に登場
するのもまさにそこにおいてである。しかし，これ
と並んで，もう少し狭域で（つまりコミュニティ・レ
ベルで）活動する NPO も，たしかに「市民社会」
という単語は語られないけれども，実際の人々の生
活に直接影響する活動が展開されているという意味
でも，また地縁系の諸活動とも連携して身近な地域
社会の姿を包括的に取り上げることができるという
意味でも，独自の研究上の意義をもっているといえ
る。とすれば，コミュニティ政策の研究者としては，
NPO も地縁系組織も含めてコミュニティ政策の分
野の「市民社会的意識」を分析することが，現代の
市民社会概念の日本的あらわれという研究課題に貢
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献するのに最も適切な選択ではないかと考える。
かくして，本稿の最後の検討素材として，近年日
本でも非常に増加してきた各自治体の都市内分権制
度の取組みが，浮かび上がってくる。
3.2　日本の都市内分権とその特徴
「都市内分権」３とは，一般的には４次のような仕
組みを指す。すなわち，
１）自治体の区域をいくつかに区分し，
２）その区域ごとに役所の出先を置き，
３）更にそこに住民代表的な組織を置く，
仕組みである。都市内分権は，合併によって大規模
化した市町村のもとでは，役所が遠くなるという公
共サービス上の不便と，決定権の所在（首長や議会）
が住民から遠くなるという民主主義の上の不都合と
に対応する仕組みである。前者の不便に対応するの
が２）であり，後者の不都合に対応するのか３）で
ある５。
ところが，現在の日本では，「公共サービス上の不
便」は，国及び自治体の財政危機を背景に，役所の
位置といった個別の問題をはるかに超えて公共サー
ビス全般の不足という問題になっており，合併の帰
結というよりは動機であった。すなわち，平成の大
合併は，自治体の大規模化によって公共サービス提
供体制を効率化する（量的削減も含む）ために行な
われた。こうした「公共サービス」の質と量にわた
る危機はバブル経済崩壊以後の1990年代に特に顕在
化し政治的な課題として前面に躍り出てきたもので
あって，「協働」や「新しい公共」（そして一部にお
いて「市民社会」）という政策言説はこの文脈で登
場してきたのであった。
そこで，1990年代以降の日本では，公共サービス
を，行政の担う行政サービスと，民間（=「市民社
会」）の担う公共サービスとに区分し，後者を担う
様々な主体（これが「新しい公共」といわれる）を
育成することが目指されてきた。NPO ももちろん
そうした主体として大いに期待されているし，「企
業の社会貢献（CSR）」やコミュニティ・ビジネス，
ソーシャル・ビジネスも注目されているが，地域コ
ミュニティもまた期待される「協働のパートナー」
なのであり，1990年代以降のコミュニティ政策は，
公共サービス提供主体としての地域コミュニティを
育成する狙いを主として持ってきたといってよい。
以下，「協働のパートナー」として地域コミュニ
ティを育成するための制度装置として見た場合の日
本の都市内分権を検討し，そこにあらわれる「市民
社会意識」を析出する，という作業をしてみよう。
3.2.1　公共サービスの担い手としての地域組織
そのような観点から注目される，日本の都市内分
権の制度設計の特徴の第一は，その趣旨が「協働の
パートナー」として地域社会を育成ないし再建しよ
うというところにある点である。
そもそも都市内分権制度のきっかけは，市町村合
併による二つの不都合，即ち民主主義の上での不都
合と公共サービス上の不都合とであった。ドイツの
都市内分権はこの内民主主義の不都合に対応すると
いう意味が大きく，公共サービス上の不都合につい
ては，各地区に役所の出先を置くという形で対応し
てきたのであって，市民活動や地域コミュニティに
公共サービスを担わせようという意味合いは希薄で
あった。
この，都市内分権の二つの狙いを表現するため
に，筆者は，「参加」と「協働」という一対の概念
を使ってきた（詳しくは名和田（2009）を参照）。
すなわち，「参加」とは，身近な民主主義を充実
させるという政策理念であり，あとで引用する第27
次地方制度調査会答申が「住民自治の充実」という
言葉で表現しているものである。そして，「協働」
とは，公共サービスを市民社会の諸主体（地域コ
ミュニティのほか，NPO，さらには営利企業も含
まれる）も担い，行政の提供する公共サービス（つ
まり「行政サービス」）と連携・協力して，公共サー
ビスの質と量を確保していくべきであるとする政策
理念である。以下においても，この言葉を使用する
こととする。
近年ドイツでも新しい公共サービスの担い手とし
てボランティア活動を活用しようという政策傾向が
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追求されていることはまさに本稿でも前節において
見たとおりであるが，一つには，この政策努力は，
日本の「協働」を巡る動きと比較して見るならば，
さして成功しているとは言い難いし，もう一つに
は，従来から整備されてきた都市内分権の仕組みは
この文脈においてはほとんど機能していない。これ
に対して日本では，ほぼどの自治体も，都市内分権
は，身近な民主主義を充実させる場としてよりは，
住民自身が自ら必要とする公共サービスを自ら実践
する装置として行なわれてきているといってよい。
このことについては，本稿でも引用しているいく
つかの拙論で縷々述べているところでもあるから，
ここでは二つの題材に即して簡単に特徴を見ておく
にとどめたい。
一つは，日本の法律上の都市内分権制度である
「地域自治区」制度の設計思想である（名和田
（2009）などに詳しく論じた）。
地方自治制度として都市内分権を法制化すること
を提言したのは第27次地方制度調査会答申（2003年
11月13日）であった。そこでは次のように述べられ
ていた。
「地域においては，コミュニティ組織，NPO
等のさまざまな団体による活動が活発に展開され
ており，地方公共団体は，これらの動きと呼応し
て新しい協働の仕組みを構築することが求められ
ている。」
「地方分権改革が目指すべき分権型社会におい
ては，地域において自己決定と自己責任の原則が
実現されるという観点から，団体自治ばかりでは
なく，住民自治が重視されなければならない。基
礎自治体は，その自主性を高めるため一般的に規
模が大きくなることから，後述する地域自治組織
を設置することができる途を開くなどさまざまな
方策を検討して住民自治の充実を図る必要があ
る。また，地域における住民サービスを担うのは
行政のみではないということが重要な視点であ
り，住民や，重要なパートナーとしてのコミュニ
ティ組織，NPO その他民間セクターとも協働し，
相互に連携して新しい公共空間を形成していくこ
とを目指すべきである。」
この提言に基づいて，2004年に地方自治法，合併
特例法等が改正されて「地域自治区」制度が創設さ
れた。
この制度は，まさに本稿が注目している，市町村
合併の二つの不都合への対応を図るもの，すなわち
「参加」と「協働」の仕組みをつくろうとするもの
であることが分かる。民主主義の上での不都合に
は，平成の大合併の結果ますます大規模化した市町
村のもとで薄くなりがちな「住民自治の充実を図る
必要がある」とする一方で，「また，地域における住
民サービスを担うのは行政のみではないということ
が重要な視点であり，住民や，重要なパートナーと
してのコミュニティ組織，NPO その他民間セクター
とも協働し，相互に連携して新しい公共空間を形成
していくことを目指すべきである。」と述べて，公
共サービス上の不都合にも対応すべきことを説いて
いる。
もう一つは，地域自治区制度の使い勝手に飽きた
らず条例等によって独自の都市内分権制度を試みて
いる自治体の取り組みの中でも，もっとも「協働」
の理念に特化していると思われる制度設計をしてい
る佐倉市の事例である（名和田（2013）に詳しく論
じた）。
佐倉市の都市内分権を規定しているのは，「佐倉
市市民協働の推進に関する条例」（平成18年９月29
日条例第35号）とそれに関連する規則，要綱である。
これに基づく（市民社会側の）コミュニティ組織で
ある「地域まちづくり協議会」は，はじめから「地
域まちづくり事業」という事業を行うための組織で
あるとされている。この条例の第12条に，地域まち
づくり事業に市が「支援を行うことができる」との
規定があるが，これに関連して，条例の施行規則は，
地域まちづくり協議会を市長が認証する（この仕組
については次項参照）要件として，「具体的かつ継
続的な活動の計画が策定されていること」を求めて
いる（第８条第３号）ことは特に注目される。地域
コミュニティ側は，具体的に何をやるかが見えてい
ないと地域まちづくり協議会になれないのである。
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他の自治体の都市内分権では，こうした事業遂行
という「協働」の活動以外に，市長からの諮問に答
えることや自発的に市長に建議をするなどの身近な
民主主義としての活動（「参加」）も行なうことが，
根拠となる条例や要綱に謳われていることが多い
が，佐倉市の仕組みは「協働」に特化している観が
ある６。
このように，コミュニティ政策においては，都市
内分権という形をとって，地域コミュニティを，市
民社会の中にありながら公共サービスを担う存在と
して育成することが目指されているのであり，「市
民社会」という言葉こそ使用されないが，この概念
の「華々しいカムバック」の一環をなす政策傾向と
見ることができるのである。
3.2.2　民間組織を首長が認定するという組織プロセス
日本の都市内分権の特徴として是非見ておきたい
のは，住民がそれこそ市民社会の側の民間組織とし
て地域コミュニティ組織を設立し，これを自治体行
政に「届出」する，あるいはこの組織を市が「認証」
（あるいは「認定」）するという形式をとることであ
る。市民社会の側の組織として一旦立ち上がったも
のについて，それを行政の側で認知して公共的正統
性を付与する，という形式をとるのである。法律上
の地域自治区や，あるいはドイツ等の諸外国の都市
内分権が，行政側の機関として住民代表組織を設置
するのとは異なっており，各自治体がそれぞれ，使
いやすい，政策目的にかなった制度設計をした結
果，こうしたやり方をとっているものが多いことに
注目すべきである。
この点についても論ずべき論点は多いが，これま
でにも引用した名和田（2009）や名和田（2013）な
どに詳しく論じたことがあるので，ここでは，日本
の都市内分権の「市民社会」的構成を明らかにする
意味で，松山市の事例を簡単に見ておくにとどめる
（松山市の事例についても，既に名和田（2011ａ）
で論じたが，ここにあらためて本稿の文脈の中に位
置づけておきたい）。
一般に，日本の行政サービスがヨーロッパに比べ
て身軽でいられたのは，自治会・町内会をはじめと
する市民社会の側の機構が行政機能を補完してきた
ためであると考えられる。そして，コミュニティ政
策というものは，こうした市民社会側の機構による
公共サービス提供体制をはじめとする社会統合機能
が弱体化することに対するテコ入れとして開始され
た。そのため，自治会・町内会をはじめとする地域
諸組織が連携したコミュニティ組織を設立すること
を地域社会に促し，これに対して行政側としても
様々な権限を付与し（「参加」）また様々な公共サー
ビス提供機能を期待した（「協働」）のである。日本
の都市内分権制度に市民社会的構成がつきまとうの
はそのためである。
中でも松山市の仕組みは，この文脈において興味
深い様相を呈している。
松山市では，「地域におけるまちづくり条例」（平
成21年条例第９号）によって，都市内分権制度を行
なっているが，そこにおけるコミュニティ・レベル
の住民組織である「まちづくり協議会」は，「構成
員の加入・未加入の任意性が留保されていること」
が必要とされている（松山市市民参画まちづくり課
『地域におけるまちづくり　制度の概要』（2008年）
６頁）。しかしこれでは，自治会・町内会の弱体化
（それは端的に加入率の低下にあらわれる）を克服
するために「まちづくり協議会」という制度枠組を
与えているのに，市民社会的構成の弱点が公的制度
の上でも再現してしまう。
また同条例は，まちづくり協議会が，公民館区域
に「住所を有する者及びこれらの者の地縁に基づい
て形成された団体……の大多数で構成される」こと
を要求している（同条例第７条第１号）のを受けて，
「地域におけるまちづくり補助金交付要綱」は，補
助金交付の対象となるまちづくり協議会が「地区内
の住民及び地域組織（一定の区域に住所を有する者
の地縁に基づき共通の目的を達成するために形成さ
れた団体）の相当数が参加していること」（第３条
第１項第１号カ）を要求している。なお，所管課が
作成した『地域におけるまちづくり　制度の概要』
なる文書（2008年）では，認定に必要な要件として
「地区内にある町内会・自治会の９割以上が加盟し，
なおかつ加盟世帯数が地区全体の過半数であるこ
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と」を挙げている（６頁）。
こうした市民社会的構成の結果，「まちづくり協
議会」の「加入率」が問題になったり，その財政を
担保するために「会費」が必要とされたりするので
ある。これでは市民社会原理に基づく地域組織の脆
弱性が制度の上でそのまま再現してしまう。
しかし，こうした制度設計は，日本社会の市民社
会意識に沿ったものであり，また地域コミュニティ
の市民社会的構成の基盤の上に福祉国家体制の再編
を行なおうとする方向性を示したものとして，現在
の政策傾向の必然性を表現しているといえよう。
ちなみに，純正の都市内分権とは異なるが，都市
計画分野のまちづくり条例で，コミュニティ・レベ
ルのまちづくりに取組む住民組織を首長が認定し，
一定の都市計画上の権限を認めるという仕組みがよ
く見られる７。この場合は，私有財産権の規制に及
ぶ都市計画規制に一定の権限をもって参画するほど
の住民組織の正統性が問われるわけで，「協働」とい
うよりは，「参加」すなわち身近な民主主義を強化
するためのコミュニティの仕組みの問題といえる。
「参加」の側面についても「協働」の側面につい
ても，日本のコミュニティの制度は「市民社会」的
構成をとろうとしており，その背景には，そうした
機能（すなわち「参加」とともに「協働」に関する
機能）を受容するだけの地域社会側の意識と組織体
制が存在していることがある。なかでも，日本特有
とされる自治会・町内会という地域組織こそ，こう
した意識と組織体制を体現している。ここに，実は
1990年代以降「協働」が自覚的に政策目標として追
求されるようになるよりもはるか以前から存在して
いる日本社会の「市民社会意識」の根源があると筆
者は考えている。
むすびにかえて
もはや予定の紙数の上限を超えつつある。この市
民社会意識のもとで現在の地域社会を取り巻く厳し
い状況（特に農山村における厳しい状況）へのコ
ミュニティ政策的対応の今後の動向については，本
稿と同時に『公共政策志林』第２号に掲載される別
の拙稿「コミュニティと公共サービス」に譲るほか
ない。
現代日本の政策世界では，「市民社会」という言
葉は一部を除いて多用されているとはいえないが，
日本社会における広範な市民社会意識を基盤に，
「協働」とか「新しい公共」とか「共助」とかいっ
た政策理念のもとに実質的に市民社会的構成をもっ
たコミュニティ政策が追求されている，というのが
本稿の見解である。
よく「日本人はお上依存的だ。」とか，「これまで
はすべての公共サービスを行政が担ってきた。」と
かいった「認識」が語られるが，これらは必ずしも
歴史的事実とはいえず，むしろ現下の政策課題に直
面して，政策主体において危機感を共有してもらう
ために発せられているものと思う。
たしかに，日本の市民社会の装置としての地域コ
ミュニティが，現状のままで今後の困難を乗りきれ
るかというと，それは難しく，更に地域コミュニ
ティに発展を促し，負荷をかけていく政策が追求さ
れざるをえないので，危機感を共有するための言説
にはそれなりに意味があるだろう。
しかしまた，地域コミュニティの発展の方向性を
客観的な認識に基づいて政策論的に見通す科学の作
業もまた必要である。本稿は，福祉国家体制の見直
し期になって「華々しいカムバック」を遂げた「市
民社会」概念を手がかりに，日本の地域社会の底流
にある「市民社会意識」とそれを基盤にした「市民
社会的構成」について若干の問題提起をしたものに
過ぎず，今後さらに政策論的立場からのコミュニ
ティ研究を深めなければならないと考えているとこ
ろである。
注
１　以上のことについては，上記のコッカの論文は十分に
述べていないが，ベーシックな研究としてマンフレー
ト・リーデル（1990）（原典は，Riedel（2004））に詳しい。
２　以下の叙述は，名和田（2004）に述べたこととあまり
大きな変化はない。その後フィールド調査等を通じて若
干の情報を得てはいるが，まだまとめきれていないこと
を遺憾とする。
３　「都市内分権」という言葉とその内容は，近年だいぶ
市民権を得てきたように思われる。学術論文，各国や自
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現代の政策概念としての「市民社会」の歴史的位置
治体の政策文書などを見ると，ほかにも，「自治体内分
権」，「地域内分権」，「地域自治組織」，「地域自治システ
ム」などの言い方が見られるが，どれも意味するところ
はほぼ同じである。本稿では「都市内分権」の語を用い
たい。
４　ここに「一般的には」といっているのは，あとで述べ
るように，日本の場合は，その独特な政策意図から，こ
の定義からやや外れるような側面を持っていることを意
識しているからである。それにもかかわらず，日本の
「都市内分権」も，都市内分権の一種（いわば「日本型
都市内分権」）として捉えることが，国際比較上有効で
あると考える。
５　都市内分権については筆者は多くの論稿を発表してき
たが，さしあたり，名和田（2009）の第１章及び第２章
を参照していただきたい。
６　もちろん，当該地域を代表してその地域が必要とする
事業を行う以上，身近な民主主義の場としての機能も当
然随伴していることには留意すべきである。名和田 
（2013） にもそのことを注意しておいた。
７　まちづくり条例については，名和田（2011ｂ），内海
（2010）などを参照せよ。
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